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はじめに：なぜ自治体の公民連携を問うのか
（１）問題の所在
　公共政策をいかに実現するのか、公共サービス提供のあり方が問われて
いる。厳しい財政状況のもと、政府の能力には限界がある。中央集権的な
制度では、各地の多様なニーズには柔軟に対応できない。上意下達の階統
的な組織では、自律的な運営を期待できない。
　政府体系に変革が求められる中、公共サービスの提供をめぐっては、大
きく３つの時代潮流がある。１つは、政府部門と民間部門の関係（官民関
係）を見直し、市場メカニズムを活用しようとする「新公共経営」の流れ
である。２つ目は、中央政府と地方政府の関係（中央地方関係）を見直し、
国から自治体に権限と財源を移譲する「地方分権改革」の動きである。そ
して３つ目が、政府に限らず、非営利組織や企業、市民など多様な主体に
参画を促す「ガバナンス」という志向である。
　これら新公共経営、地方分権改革、ガバナンスという時代潮流が端的に
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表れるのが、自治体における公民連携の取組みである。国が進める政策の
実現にあたり自治体レベルでは行政と企業の連携がどのように取り組まれ
ているのか。その取組みを具体的に観察することは、政府変革の時代潮流
の到達点を理解するうえでも有意義であろう。
　PFI法、地方分権一括法、NPO法が制定されて久しい。制定当時は、
英国など海外の事例が盛んに紹介され、制度の解説書や実務的な手引書
なども数多く出版されたが（杉田・光多・美原2002、宮脇・富士通総研
2005、地方行政改革研究会2007など）、導入が一段落すると、かつてほ
ど取り上げられなくなった。だが、国の施策にはいくつかの課題が見え始
め、自治体の取組みにも方向性や進捗度に違いが現れ始めている。今こそ
検証の時期に差し掛かっていると言ってもよい。
（２）本稿の目的と構成
　本稿の目的は、自治体における公民連携の現状と課題を把握することで
ある。先進的な自治体としては、すでに横浜市や福岡市などが知られてい
るが、本稿では、神戸市を事例に取り上げ、一般的な自治体である栃木県
の取組みと比較を試みる。政令指定都市と都道府県の違いには留意すべき
ものの、神戸市は人口約153万人、栃木県は人口約196万人と、自治体の
規模に大差はない。本稿では、まず公民連携の意義とわが国における公民
連携の政策動向を概観したうえで（第１章）、栃木県における公民連携の
取組みの現状と課題を明らかにし（第２章）、神戸市における公民連携の
先進的な取組みから（第３章）、むすびに栃木県に対する示唆も含め、今
後の取組みの方向性を示したい。なお、本稿では、事例の記述にあたり、
行政の公表資料に基づく限り、企業名や商品名などは特に伏せていない。
第１章　公民連携（PPP）の意義と動向
　行政と民間が協力して事業を進めることは、今に始まることではない
し、その取組みもさまざまな手法がある。まずは公民連携の意義と手法、
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施策の現状と動向を整理する。
１．公民連携の意義と手法
（１）PPP
ア　PPPの意義
　PPP（Public Private Partnership）とは、行政と民間が協力して公共サー
ビスを提供することをいい、「公民連携」や「官民パートナーシップ」な
どと訳される。『公民連携白書2016-2017』では、PPPを次のように解説
している。すなわち、「狭義には、公共サービスの提供や地域経済の再生
など何らかの政策目的を持つ事業を実施するにあたって、官（地方自治
体、国、公的機関等）と民（民間企業、NPO、市民等）が目的決定、施
設建設・所有、事業運営、資金調達など何らかの役割を分担して行うこ
と。その際、①リスクとリターンの設計、②契約によるガバナンスの２つ
の原則が用いられていること。広義には、何らかの政策目的を持つ事業の
社会的な費用対効果の計測、および官、民、市民の役割分担を検討するこ
と。」（東洋大学2016:130）
　公民連携に関しては、従来型の手法として、官民共同出資のいわゆる
「第三セクター」方式があるが、責任の所在が曖昧といった問題点が指摘
されてきた。これに対し、近時のPPPでは、予めリスクや役割の分担を明
確にしておく点が特徴的である。
イ　PPPの手法
　PPPは、公共サービスの提供に民間が参画することを示す包括的な概念
であり、PFIの他に、指定管理者制度、市場化テスト、公設民営方式（DBO
方式）、包括的民間委託、アウトソーシングなど多様な手法が含まれる。
　指定管理者制度は、体育館や図書館など住民の福祉増進を目的とする公
の施設の管理運営を、自治体が外郭団体に限らず民間事業者を含む幅広い
団体に行わせることができる制度であり、2003年の地方自治法改正によ
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り導入された。
　市場化テストは、政府が独占してきた公共サービスについて、政府組織
と民間事業者が対等な立場で競争入札に参加し、価格・質の両面で最も優
れた者がサービスの提供を担う制度であり、2006年の「競争の導入によ
る公共サービスの改革に関する法律（公共サービス改革法）」により導入
されたものである。
　公設民営方式は、政府が施設を設置し、民間事業者にその運営を委託す
ることをいい、DBO（Design Build Operate）方式は、施設の設計・建設と
維持管理・運営を個別に発注するのではなく一括して委託する方式をさす。
　包括的民間委託は、上下水道の維持管理など公共サービスに関わる複数
の業務や施設を包括的に委託することをいい、受託した民間事業者が創意
工夫を発揮して効率的・効果的に運営できるよう、複数年契約で性能発注
とする場合が多い。
　アウトソーシングは、し尿・ごみ処理、学校給食、水道メーター検針、
道路維持補修・清掃などのさまざまな業務を政府が民間事業者に委託する
ことをいい、住民はその事業者からサービスの提供を受けることになる。
　このようにPPPの手法は多岐にわたるが、中でも代表的な手法がPFIである。
（２）PFI
ア　PFIの意義・目的
　PFI（Private Finance Initiative）とは、民間の資金やノウハウなどを活
用して公共施設の建設、維持管理、運営を行う手法である。「民間資金等
の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（PFI法）」では、
PFIの目的を「民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用した公共施設
等の整備等の促進を図るための措置を講ずること等により、効率的かつ効
果的に社会資本を整備するとともに、国民に対する低廉かつ良好なサービ
スの提供を確保し、もって国民経済の健全な発展に寄与すること」として
いる（同法１条）。
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イ　PFIの事業方式
　PFIの事業方式には、BTO方式、BOT方式、BOO方式、RO方式などが
ある。BTO方式、BOT方式、BOO方式のいずれも、民間事業者が施設を
建設し、維持管理・運営するが、所有権の移転に違いがあり、BTO（Build 
Transfer and Operate）方式では施設完成直後に、BOT（Build Operate 
and Transfer）方式では事業終了後に公共に所有権を移転し、BOO（Build 
Operate and Own）方式では所有権を移転しない。RO（Rehabilitate 
Operate）方式では、新規に施設を建設せず、既存の施設を改修・補修し、
維持管理・運営する。これらのPFI方式では、いずれも民間が資金を調達
するのに対し、先述のDBO方式では、公共が資金を調達する点が異なる。
ウ　PFIの事業類型
　また、PFIの事業類型には、独立採算型、サービス購入型、その混合型
などがある。独立採算型は、例えば有料道路や博物館など収益性の高い施
設を民間で建設・運営し、利用者から利用料金を集めて資金を回収する。
これに対しサービス購入型は、例えば庁舎、図書館、廃棄物処理施設など
収益性の低い施設を民間が建設・運営し、公共がサービスの対価を支払う
ものである。
エ　PFIの事業手順
　PFI事業の進め方は、まず公共施設等の管理者が、民間事業者からの提
案などを受け、実施方針や要求水準書案を策定・公表する（PFI法５条・
６条）。管理者は、VFM評価を行い事業に効率性や有効性が見込めると、
特定事業に選定する（法７条）。管理者は、入札公告を行い、総合評価方
式などに基づき民間事業者を選定する（法８条）。その後、選定された事
業者は、管理者と締結した基本協定や事業契約等に基づき事業を実施する
（法14条）。
オ　PFIの実施状況
　内閣府民間資金等活用事業推進室の資料によると、PFIの事業数は年々
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着実に増加しており、2016年度の事業数は609件、契約金額は５兆4,686
億円にのぼる。事業主体別では国が74件、地方自治体が490件、その他
45件となっており、分野別では教育・文化が200件と最も多く、まちづ
くりの132件、健康・環境の99件などと続いている（内閣府2017）。
２．公民連携の施策動向
（１）改正PFI法
ア　独立採算型の未普及
　PFI事業の現状をみると、分野別では、庁舎や公営住宅などが中心であ
り、道路や下水道事業などへの活用が少ない。また類型別では、公共が対
価を支払うサービス購入型が大半を占め、利用料金やサービス内容の設定
で創意工夫の余地が大きい独立採算型があまり普及していない（国土交
通省2016:69）。このため、税財源に依存せずに、民間の創意工夫で効率
的・効果的に社会資本を整備し、低廉・良質なサービスを提供するという
本来の目的が達成されていないといった指摘もある。
イ　コンセッション方式の導入
　PFI事業の拡充を図るため、2011年のPFI法改正では、コンセッション
方式が導入された（法16条以下）。コンセッション方式（公共施設等運営
権制度）とは、利用料金を徴収する公共施設について、公共が所有権を保
有したまま、民間事業者に運営権を付与する方式である。公共性を保ちな
がら運営の自由度を高めることで、利用者ニーズを反映した質の高いサー
ビスの提供が期待され、空港や下水道、有料道路などで導入が進められて
いる（国土交通省2016:70-75）。
（２）PPP/PFI推進アクションプラン
ア　抜本改革のためのアクションプラン
　PFIを含めPPPの推進を図るため、内閣府の民間資金等活用事業推進会
議は、2013年６月に「PPP/PFIの抜本改革に向けたアクションプラン」
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を策定した。同プランでは、公共施設等運営権制度を活用したPFI事業、
収益施設の併設・活用など事業収入で費用を回収するPFI事業、公的不動
産の有効活用など民間の提案を活かしたPPP事業を重点的に推進するとし
ている。
イ　公的不動産の利活用
　国土交通省では、民間事業者の提案などに基づき低未利用の公的不動産
を有効活用するPRE（Public Real Estate）戦略を推進しており、各種の手
引書や事例集を作成している。公的不動産利活用事業では、公有地や公共
施設を利用するため、公共は地代・賃料収入を得られる一方、事業自体は
民間事業であるため、公共に費用やリスクの負担は生じない。公共サービ
スを提供するPFIや指定管理者とは異なるものの、国のアクションプラン
では、この公的不動産利活用事業もPPPの一類型に位置づけている。
ウ　推進アクションプラン
　PPPの推進を加速するため、民間資金等活用事業推進会議は、2016年
５月に「PPP/PFI推進アクションプラン」を策定し、翌2017年６月には
同プランの改定版をまとめている。同プランでは、コンセッション事業等
の重点分野を拡大し文教施設や公営住宅を追加したほか、優先的検討規程
により一定規模の公共施設整備事業ではまずPPPを検討することとする、
産学官金の連携による地域プラットフォームを設立して事業手法を開発・
普及することとしている。
３．国における公民連携の課題
　公民連携に関する国の施策は、「PPP/PFI」という名称が表すように、
PFIを中核として公共施設等運営権制度や公的不動産利活用などを取り込
みながら形成されてきたため、民間の資金を活用して公共施設を整備・運
営するというハード事業の性格が強い。しかし、公民連携は本来、民間の
創意工夫を活用して公共サービスを提供することを指し、国の施策はやや
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狭すぎるきらいがある。
　これに対し自治体の中には、ソフト事業を含め公民連携を広く解する向
きもある。例えば横浜市では、「共創」という新しい理念のもと全庁的な
推進事業本部を設置し、各部局に分掌されていたネーミングライツや広
告、市場化テストや指定管理者制度、PFIなどの諸事業を一括して所管す
るとともに、民間からの提案を受けプロジェクトを実施、企業と包括連携
協定を締結するなどしている（町田2009:180-194）。
　本稿では、公民連携について、本来の意義に従い、ソフト事業からハー
ド事業までを幅広く含む、多様な取組みと捉えることにする。
第２章　栃木県における公民連携の現状と課題
　国が公民連携の政策を推し進める一方、事業の実施を担う自治体の多く
は、経験が乏しい中、手探りで取り組んでいる。ここでは、栃木県の取組
み状況を見ることにしよう。
１．栃木県における公民連携の施策
　公民連携は本来、包括連携協定などのソフト事業から、PFIなどのハー
ド事業までを含む幅広い取組みであるが、栃木県の場合、包括連携協定な
ど企業との協働に関しては、県民生活部の県民協働推進室が所管するのに
対し、外部委託・指定管理者制度・PFIなど民間活力の活用に関しては、
経営管理部の行政改革推進室が所管している。
（１）企業との協働の推進
ア　社会貢献活動促進条例の制定
　県民協働推進室は、主に社会貢献活動の促進や協働の推進に関する施策
を進めている。栃木県では、2003年３月に「栃木県社会貢献活動の促進
に関する条例」が制定されているが、同条例は、社会貢献活動の促進にあ
たり自発性の尊重及び自立性の確保、相互理解に基づく対等な関係での協
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働を基本理念に掲げる（条例３条）。そして県・県民・事業者・社会貢献
活動団体それぞれの役割等を定めており、事業者に関しても、社会貢献活
動に関する理解を深め、社会貢献活動の促進に努めるものとしている（条
例６条）。
イ　社会貢献活動促進施策基本方針の策定
　栃木県は、同条例に基づき（条例９条）、2011年５月に「栃木県社会貢
献活動の促進に関する施策の基本方針」を策定しているが、2016年２月
に改定された同基本方針では、企業の役割として、CSR（企業の社会的責
任、Corporate Social Responsibility）等を通じた社会貢献活動への参画な
どをあげている。
ウ　協働推進サポートデスクの開設
　県と企業との協働を円滑に進めるため、県民協働推進室は新たに「協働
推進サポートデスク」を設け、公民連携の相談受付や連絡調整を行ってい
る。県担当者への取材によると、「県と包括連携協定を締結したい」、「自
社の資源を活用して県と連携したい」といった問合せが多く見受けられる
という。包括連携協定の相談があった際には、具体的な提案書の提出を求
めているとのことである。
エ　とちぎ協働推進大会の開催
　さらに県では、多様な主体が実践した協働による取組の成果を共有し、
参加者の交流を通して更なる取組の拡大を図るため、2016年より「とち
ぎ協働推進大会」を開催している。大会で紹介されるのは主にNPOやボ
ランティアの活動事例だが、2017年の大会では「企業と社会の新たな協働」
をテーマとする分科会も開催され、障害者雇用に積極的な地元企業の事例
なども紹介されている。
（２）民間活力の活用
ア　行財政改革大綱の策定
　一方、行政改革推進室は、主に行政財改革の推進に関する施策を進めて
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いる。栃木県では、数次にわたり行財政改革大綱の策定を重ねているが、
2016年２月に策定された「とちぎ行革プラン2016」では、「協働・共創」
「自律」「原動力」を目標に掲げ、「民間活力の活用推進」を重点的取組の
１つに挙げている。民間活力の活用に関する具体的取組として、指定管理
者制度の効果的な運用等、施設整備への民間活力の活用を示した。
イ　指定管理者制度の運用見直し
　行政改革推進室は、2017年７月、民間活力の活用に向けた課題の１つ
として（1）、指定管理者制度の運用見直しを挙げている。指定管理者制度に
関しては、現状では42施設で導入されているものの、公募した30件のう
ち26件で応募が１団体にとどまっており、競争原理の観点から、応募団
体数の増加を図る必要がある。そこで、民間事業者の応募を促すため、見
直しにあたっては、優良な提案や事業者の実績を適切に評価し、事業者の
経営努力を指定管理料の算定に反映させるなど、事業者のインセンティブ
を確保するとしている。
ウ　PFIガイドラインの策定
　民間活力の活用に向けたもう１つの取組み課題は、PFI等事業実施プロ
セスガイドラインの策定である。PFI等手法の導入にあたっては、手続き
による長期化、サービスの質や地元企業の活用機会の確保が課題となって
いる。そこで、円滑な事業実施が図れるよう、導入の検討手順や基準、事
業実施手続や留意点を整理するとしている。
２．栃木県における公民連携のソフト事業
（１）包括連携協定の締結
　栃木県が取り組む公民連携のうち、ソフト事業の中心は「包括連携協定」
に基づくものである。「包括連携協定」とは、県と民間事業者が地域の活
性化や住民サービスの向上などに関して幅広い分野で長期的に連携を行う
（1）　平成29年度第１回栃木県行政改革推進委員会資料（平成29年７月21日）
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ものである。栃木県は、2017年９月時点で企業15社と包括連携協定を結
んでいる。企業の内訳は、小売業（①セブンイレブンジャパン、②ファ
ミリーマート、③ローソン、④イオン、⑤ヨークベニマル・イトーヨー
カ堂）、金融・保険業（⑥足利銀行、⑦栃木銀行、⑧三井住友海上火災保
険、⑨損害保険ジャパン日本興亜、⑩東京海上日動火災保険）、運輸業（⑪
ヤマト運輸、⑫佐川急便）、その他（⑬東日本高速道路、⑭NEZASホール
ディングス、⑮大塚製薬）となっている（2）。
ア　県産品の販売拡大・ブランドの振興
　コンビニエンスストアやスーパーマーケットなどの小売業は、主に地産
地消や県オリジナル商品の販売などに取り組んでいる。例えばイオン株式
会社は、県民の日に合わせて地場野菜や地元和牛を販売するフェアを開催
するほか、ご当地電子マネーを使って買物をした金額の0.1％を県文化振
興基金に寄付する仕組みも設けている（3）。また、株式会社ヨークベニマル
は、県産ニラを用いたニラそばなどを考案し、県内各店舗で販売してい
る（4）。
イ　経営支援や危機管理体制の構築
　金融・保険業は、地域経済の活性化や地域産業の振興・支援に関する連
携が主である。例えば三井住友海上火災保険株式会社は、経営支援や危機
管理体制の構築など県が行う各種セミナーに協力するほか、交通事故防止
に向けた情報提供などを行う（5）。東京海上日動火災保険株式会社は、東京
本社内に県アンテナショップの出店スペースを設け、県産品をPRした（6）。
損害保険ジャパン日本興亜株式会社は、県防災の日に開催される防災イベ
ントに防災プログラムを提供している（7）。
（2）　栃木県県民協働推進室「包括連携協定締結企業一覧（平成29年９月19日現在）」
（3）　下野新聞2017年６月９日24面
（4）　下野新聞2017年８月２日９面
（5）　下野新聞2016年９月15日５面
（6）　下野新聞2017年３月10日５面
（7）　下野新聞2017年３月10日12面
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ウ　物資の輸送支援や道路利用の促進
　運輸業等は、観光振興などに物流面で協力している。例えば佐川急便株
式会社は、観光振興に物流面で協力するほか、災害時には救援物資の輸送
を行い、集配業務中の見守り活動も行う。また、高速道路の管理運営を行
う東日本高速道路株式会社は、県内の高速道路が定額で乗り放題となる
「とちぎ観光フリーパス」を発売した（8）。
エ　環境保全や健康増進・スポーツ振興など
　その他、地域社会の活性化や県民サービスの向上に関する連携として、
例えば栃木トヨタ自動車などの持株会社は、エコドライブを通じた環境保
全に取り組み、燃料電池自動車の普及促進にも関わっている（9）。また、大
塚製薬株式会社とは、県が行う健康づくりに関するセミナーやスポーツイ
ベントなどで協力を進めている（10）。
オ　総花的な連携項目
　これらの包括連携協定をみると、協定の性質上、連携分野は健康増進か
ら高齢者・子育て支援、観光振興、環境保全、安全・安心確保、災害支援
に至るまで多岐にわたる（表１）。包括的である反面、総花的との印象を
否めない。とくに小売業から金融業、運輸業まで業種を問わず取組み内容
が横並びとなると、本当に企業の強みが活かされているのか、連携の戦略
性に疑問も生じてこよう。
（8）　下野新聞2015年９月１日11面
（9）　下野新聞2016年９月22日５面
（10）　下野新聞2017年２月24日５面
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表１　栃木県の包括連携協定の連携項目
① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬ ⑭ ⑮
地産地消・県産品販売拡大 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
健康増進・食育 ● ● ● ● ● ● ● ● ●
高齢者・障害者支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
女性活躍推進 ●
子育て支援・青少年育成 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域経済・産業振興 ● ● ● ●
農業振興 ● ●
観光振興 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
文化振興 ● ●
スポーツ振興 ● ●
環境保全 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
地域生活安全・安心 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
防災・災害支援 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
県政情報発信 ● ●
地域活性化･住民サービス向上 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
（出所）筆者分類・作成
（２）事業協力その他
ア　協働事業の類型
　公民連携には、包括連携協定以外にも、事業協力、寄附・寄贈、情報交
換・提供、補助、実行委員会・協議会等、協働委託、共催などさまざま
な形態がある。栃木県県民文化課の調査によると、2016年度の県庁内各
部局と企業との協働実績は897件にのぼり、前年度から119件増加してい
る。協働形態別の内訳をみると、「事業協力」が373件と４割を超え、次
いで「寄附・寄贈」、「情報交換・提供」となっている（図１）。企業の業
態別では、「卸売業、小売業」が３割と最も多く、「製造業」、「金融業、保
険業」と続いている。行政の部局別では、「保健福祉部」が４割弱を占め、
次いで「県民生活部」、「総合政策部」が多い。全体の７割で協定等を結ん
でおらず、手続きをとる場合でも「登録」や「個別協定」が多い（11）。
（11）　栃木県県民文化課「県と企業との協働事業等取組状況調査結果の概要（平成28年
度）」平成29年10月
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図１　栃木県と企業の協働実績（2016年度）
 
③情報交換・提供
112
12.4％
④補助
14
1.6％
⑤実行委員会・協議会等
14
1.6％
⑥共催
14
1.6％
⑦協働委託
7
0.7％
②寄附・寄贈
147
16.4％
《参考》H26～28年度協働事業件数推移
年度
H26年度
H27年度
H28年度
協働事業数
460
778
897
-
169.1
115.3
前年比
単位：件、％
①事業協力
373
41.6％
⑧その他
216
24.1％
（出所）栃木県県民文化課資料
イ　協働事業の内容
　さらに詳細に調べてみると、大手企業との締結が多い包括連携協定とは
異なり、個別の協働事業では地元企業の参加も目立つ。もっとも、地元企
業の参加が多いのは、選挙啓発ポスターの掲示、文化イベントへの協賛、
健康づくりや温暖化対策に関する県民運動などである（表２）。これらの
取組み内容を見ると、地元企業が事業を企画し県に積極的に働きかけると
いうよりは、県の呼びかけに応じ施策の実施に地元として協力するものが
多い。
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表２　栃木県の主な協働事業
事業協力
・選挙啓発ポスターの掲示（市町村課・選挙管理委員会）
・災害時に必要な物資の供給（危機管理課）
・県政パンフレットの店内配置（広報課）
・企業等の森づくり推進（地球温暖化対策課）
・不法投棄の情報提供（廃棄物対策課）
・孤立死防止の見守り活動（保健福祉課）
・障害者用駐車スペースの適正利用（保健福祉課）
・がん検診の受診促進PR（健康増進課）
・企業誘致セミナーへの参加要請協力（産業政策課）
・ビジネスプランコンテストの企業賞（経営支援課）
・海外進出支援の相談窓口（国際課）
・技能セミナーの実施（労働政策課）
・エコ通勤の運賃割引（交通政策課）
・「本物」体験講座の運営（生涯学習課）
・特殊詐欺被害防止の啓発（警察本部生活安全企画課）
・高齢者自転車免許証の特典（警察本部交通企画課）
・配送車の減速運転（警察本部交通企画課）
・交通事故マップの配布（警察本部交通企画課）など
情報交換・提
供
・山地災害の情報提供（森林整備課）
・運動や脳卒中防止の啓発教材（健康増進課）
・サイバー犯罪の捜査協力（警察本部生活環境課）など
実行委員会・
協議会等
・女性活躍応援団（人権・青少年男女参画課）
・生活交通対策協議会（交通政策課）など
共催
・県産品フェア（東京事務所）
・知的財産セミナー・交流会（工業振興課）
協働委託 ・学校給食牛乳パックでの周知広告（人権・青少年男女参画課）
寄附・寄贈
・文化振興基金など各種基金への寄附（県民文化課など）
・温暖化防止運動での商品割引・協賛品提供（地球温暖化対策課）
・障害者文化祭への協賛品提供（障害福祉課）など
補助 ・第三セクター鉄道や路線バスへの補助金（交通政策課）
その他
・県民の日に併せた施設の無料開放・一部割引（県民文化課）
・防災の啓発展示や訓練への参加（危機管理課）
・廃棄物処理施設の見学バスツアー（廃棄物対策課）
・環境団体と企業のマッチング（自然環境課）
・ヘルシーグルメ推進店や禁煙・分煙推進店の登録（健康増進課）
・健康づくり応援企業の登録（健康増進課）など
（出所）栃木県県民文化課のデータをもとに筆者作成
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３．栃木県における公民連携のハード事業
（１）PFI事業
　公民連携にはもう一つ、「PFI（Private Finance Initiative）」などのハー
ド事業がある。PFIは、民間の資金やノウハウを活用して公共施設を整
備・運営するものである。栃木県内では、すでに社会復帰促進センター等
の運営（法務省）をはじめ、斎場の整備・運営（宇都宮市）、ごみ焼却施
設等の整備・運営（佐野市、小山広域保健衛生組合）などでPFIが導入さ
れている。以下では、栃木県が行う総合スポーツゾーンの整備、廃棄物処
分場の整備・運営を取り上げることにする。
（２）総合スポーツゾーンの整備・運営
ア　総合スポーツゾーンの構想
　「総合スポーツゾーン」は、宇都宮市西川田地区にある県総合運動公園
と同公園に隣接する元競馬場や元運転免許試験場等の未利用県有地を含め
た区域を県民総スポーツの推進拠点として整備するものである。栃木県
は、県体育館などが老朽化する中、将来の国体開催を見すえて、2014年
１月に「総合スポーツゾーン全体構想」を策定した（12）。同構想では、元競
馬場の「北エリア」には陸上競技場兼サッカー場の「新スタジアム」、元
運転免許試験場等の「東エリア」には「新体育館・屋内水泳場」、現総合
運動公園の「中央エリア」には「新武道館」を新たに整備するとした（図２）。
（12）　栃木県「総合スポーツゾーン全体構想」平成26年１月
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図２　総合スポーツゾーンのゾーニング
（出所）栃木県総合スポーツゾーン整備室ウェブサイト
イ　民間事業者の募集・選定
　栃木県は、総合スポーツゾーン整備室を設置し、総合スポーツゾーンの
うち、新体育館・屋内水泳場などを整備する東エリアについて、PFIの導
入可能性の検討を始めた。2015年９月には実施方針等を公表し、説明会
と現地見学会、意見交換会を経て、2016年２月にPFI法に基づく特定事業
に選定している。この事業では、BTO（Build Transfer Operate＝建設・
移転・運営）方式が採用されている。
　実施方針によると、新体育館・屋内水泳場・外構等の一体的整備を目的
とし、民間事業者が施設の設計・建設を行い、県に所有権を移転した後、
運営・維持管理を行う。設計・建設は2021年３月まで、運営・維持管理
は2021年４月から15年間としている（13）。
（13）　栃木県「総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業実施方針」平成27年９月11
日（最終版平成28年２月29日）
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　特定事業の選定にあたり行われた評価では、PFI事業として実施する場
合、県が自ら実施する場合と比べて、県の財政負担額が約8.5％軽減され
るとの定量的効果に加えて、効果的・効率的な施設整備やサービス水準の
向上などの定性的効果も期待できるとした（14）。
　2016年４月に公表された入札説明書等では、入札参加の条件、募集・
選定、入札、落札者の決定、提案、事業者の収入、契約などに関する詳
細が示され、予定価格は323億6000万円としている。業務要求水準書で
は、設計・建設、開業準備業務、運営・維持管理業務、経営管理それぞれ
に関する要求水準が示され、施設計画に関しては社会性、環境保全性、防
災性、防犯・安全性、機能性、経済・保全性などを求めている。落札者決
定基準では、総合評価点の配点（性能評価点・価格評価点）、落札者の決
定方法（入札参加資格審査・提案審査）、性能審査の実施機関（検討委員会）
と評価項目・評価基準（事業計画、施設整備計画、開業準備業務、運営・
維持管理計画、自由提案事業）などが示された（15）。
　入札には清水建設、日立キャピタルをそれぞれ代表企業とする２グルー
プが参加し、同年11月、審査の結果、日立キャピタルグループが落札者
に決定した。落札価格は約293億円で、落札者の入札価格に基づくPFI方
式により、従来の手法と比較して財政負担額は約21.9％削減されると見
込んでいる（16）。その後、日立キャピタル株式会社などにより特別目的会社
の「株式会社グリーナとちぎ」が設立され、2017年３月に事業契約が交
わされた（17）。
（14）　栃木県「総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業特定事業の選定」平成28年２月29
日
（15）　栃木県「総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業入札説明書」「同業務要求水
準書」「同落札者決定基準」平成28年４月26日
（16）　総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業検討委員会「総合スポーツゾーン東エ
リア整備運営事業審査講評」平成28年11月25日、栃木県「総合スポーツゾーン東
エリア整備運営事業に係る落札者の決定について」・「総合スポーツゾーン東エリア
整備運営事業評価結果」平成28年11月25日
（17）　栃木県「総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業に係る事業契約の締結につい
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ウ　創意工夫は発揮されたか
　最優秀提案は、性能と価格の総合評価点によって決定される。評価結果
をみると、日立キャピタルグループは、入札価格が高く価格面での評価は
劣るものの、性能面全般で相対的に良い評価を得たことが落札につながっ
たようである。もっとも、屋内水泳場を除き特に優れていると評価された
提案はなく、もともと自由提案事業の配点も少なかった。検討委員会の総
評でも、優れた提案と言いながら具体的な言及に乏しく、決め手に欠いた
印象を受ける。所期の目的である「民間事業者の創意工夫や経験、ノウハ
ウを活かした施設計画や事業計画」という点では、いささか物足りない結
果となり、今後に期待がかかる。
（３）廃棄物処分場の整備・運営
ア　管理型産廃最終処分場の未整備
　もう一つのPFI事例、「馬頭最終処分場」は、栃木県が旧馬頭町（現那
珂川町）に整備を進める県営の管理型産業廃棄物最終処分場である。県内
で排出される産業廃棄物の処分と、1990年に同町北沢地区で発覚した大
量の不法投棄物の撤去を目的とする。
　事業活動に伴い発生する産業廃棄物は、中間処理等を経て最終的に埋立
て処分される。最終処分場には遮断型・管理型・安定型があり、有害物質
を含む廃棄物は遮断型、有機物が分解したり金属が溶出する廃棄物は管理
型、その他の廃棄物は安定型の最終処分場で処分される。栃木県は、県内
で排出される産業廃棄物の中間処理や安定型最終処分については、県内で
おおむね対応しているが、管理型最終処分については、県内に管理型最終
処分場がないため県外に全て依存している。県は2004年、不法投棄物の
撤去を求める旧馬頭町からの設置要望を受け、馬頭最終処分場の建設事業
の実施を表明、2005年に基本計画を策定（18）、2006年に基本設計等を決定
て」平成29年３月23日
（18）　栃木県「馬頭最終処分場基本計画」平成17年３月
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し（19）、2008年には那珂川町との間で基本協定を締結した（20）。その後、用
地取得の難航による事業計画の変更を受け、2015年に新たな基本設計等
を決定している（21）。
イ　民間事業者の募集・選定
　栃木県の馬頭処分場整備室は、馬頭最終処分場の整備・運営と北沢不
法投棄物の撤去についてPFIの導入可能性を検討し、実施方針骨子に対す
る意見・要望をふまえ、2016年３月に実施方針等を公表した。この事業
では、総合スポーツゾーン東エリア整備運営事業と同様にBTO方式が採
用されている。実施方針では、設計・建設は2022年12月まで、埋立は
2023年１月からの12年間、埋立後の管理にその後２年間、また、不法投
棄物の撤去は2024年12月までとしている（22）。
　2016年７月、特定事業の選定にあたり行われた評価では、PFI事業と
して実施する場合、県が自ら実施する場合と比べて、県の財政負担額が
15.1％程度軽減されるとの定量的効果に加えて、廃棄物処理事業の効率
化などの定性的効果も期待できるとした（23）。
　同年10月に公表された入札説明書等では、総合評価一般競争入札方式
とし、予定価格は35億500万円とした。要求水準書では、設計、建設工
事、運営・維持管理、不法投棄物撤去の各業務に関する要求水準が示さ
れ、落札者決定基準では、落札者決定の手順（参加資格審査・入札書類審
査）、総合評価点の配点（性能審査・価格審査）、性能審査における評価項
（19）　栃木県「馬頭最終処分場基本設計」「馬頭最終処分場に係る事業実施のための環
境影響評価書」平成18年11月
（20）　栃木県・那珂川町「馬頭最終処分場に関する基本協定書」平成20年２月12日
（21）　栃木県「馬頭最終処分場基本設計書」平成27年２月、同「馬頭最終処分場に係る
事業実施のための環境影響評価書」平成27年５月
（22）　栃木県「馬頭最終処分場整備運営事業（仮称）実施方針」平成28年３月14日（平
成28年６月30日一部変更）
（23）　栃木県「馬頭最終処分場整備運営事業特定事業の選定」平成28年７月29日
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目・評価基準などが示されている（24）。
　入札には共和化工、クリーンテックをそれぞれ代表企業とする２グルー
プが参加したが、参加資格要件を充たせなくなった共和化工グループが取
り下げたため、クリーンテックグループについて性能・価格審査を行い、
同年６月、審査の結果、同グループが落札者に決定した。落札価格は34
億8200万円で、落札者の入札価格に基づくPFI方式により、従来の手法
と比較して財政負担額は約27.5％削減されると見込んでいる（25）。
ウ　地元関与への期待
　審査講評によると、落札者は、資金調達の確実性のほか、地元雇用、県
内企業の活用、県産材の活用などを事業計画で積極的に提案した点が評価
されている。もっとも、代表企業の株式会社クリーンテックは福島県、構
成企業の株式会社熊谷組は東京都にそれぞれ本社を置く県外企業であり、
地元企業の参加は協力企業として県内の建築士事務所１社にとどまってい
る。地域と密接に関わるという提案がどこまで実現されるかは未知数であ
る。
４．栃木県における公民連携の課題
　栃木県では、新たな基本方針や行革プランのもと、協働の推進や民間活
力の活用に向けて取組みを始めたところであり、PFIガイドラインなども
年度内の策定を目指し作成中である。包括連携協定の締結は増えているも
のの、具体的な取組みの実績はまだ少ない。PFI事業も契約を締結したば
かりで、供用を開始するどころか、ようやく整備に着手する段階にある。
その意味では、栃木県の公民連携に向けた本格的な取組みはこれからだ
が、現在の取組み状況からもいくつかの課題が浮かび上がる。
（24）　栃木県「馬頭最終処分場整備運営事業入札説明書」「同要求水準書」「同落札者決
定基準」平成28年10月13日（平成28年12月13日修正）
（25）　馬頭最終処分場PFI事業者選定委員会「馬頭最終処分場整備運営事業審査講評」
平成29年６月23日、栃木県「馬頭最終処分場整備運営事業に係る落札者の決定につ
いて」・「馬頭最終処分場整備運営事業評価結果」平成29年６月30日
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（１）創意工夫不足の公民連携
　第１に、栃木県における公民連携では、民間から創意に富んだ提案が活
発に行われているわけではない。ソフト事業に関しては、包括連携協定の
締結数を含め協働事業の件数は多いが、包括連携協定の内容は総花的で
戦略性に乏しい。また、ハード事業に関しても、サービス購入型のPFIで
は、独立採算型と異なり民間事業者は創意工夫を発揮しにくい。
　だが、提案が芳しくない背景には、多くの民間事業者が公民連携のメ
リットを理解していない、自治体の保有資産や事業計画を把握していな
い、活用方策が浮かばない、事業仲間や提案先が分からないといったこ
ともあると思われる。栃木県では、民間から提案を受け付けるワンストッ
プ窓口を設けているが、窓口を一元化するだけでは、積極的な提案を望む
ことはできない。公民連携に関する普及啓発、資産や事業に関する情報提
供、異業種との交流や事案検討の機会設定など、自治体からの積極的な働
きかけが必要である。
　県担当者によると、相談の受付にあたり民間事業者には具体的な提案を
求めているそうだが、窓口担当者には、単に担当部局への中継ぎだけでな
く、提案者に寄り添い共に企画を練り上げる姿勢も必要ではなかろうか。
また、企業の事業に対し県に協力を求めるものが多く、企業からの提案を
県の事業として予算化するといった例は把握していないというが、企業か
らの提案を行政側で事業化することも必要になるだろう。
　公民連携を質的に向上させるためには、民間事業者に創意工夫と積極的
な提案を促し、知恵とノウハウを結集して課題の解決や価値の創造につな
げることが求められる。
（２）理念先行、行政都合の公民連携
　第２に、栃木県における公民連携では、協働のメリット、とりわけ企業
側のメリットが明確でない。多くの事業では、企業側には企業イメージの
向上といった漠然としたメリットしか見当たらない。企業側にメリットが
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乏しいのは、公民連携が社会貢献活動や行財政改革に位置づけられている
ことも要因だろう。
　栃木県では、協働の推進に関しては、企業の社会貢献活動と捉えてい
る。近年、企業の社会的責任が問われるようになったが、企業経営者には
「利益追求が主、社会貢献は従」、「稼ぎが先、務めは後回し」といった認
識が根強い。協働を利益追求ではなく、社会貢献として捉える限り、企業
としては、本業の一環として本腰を入れて取り組むわけにはいかず、あく
まで本業に支障のない範囲でしか取り組めない。企業の経営環境が厳しく
なれば、事業の中止や縮小もあり得るため、継続的な取組みは期待できな
くなる。
　また、民間活力の活用に関しても、行財政改革の一環として取り組んで
いる。そのため、民間投資の喚起や地域経済の活性化といった経済的効果
よりも、公的負担の抑制や地方財政の健全化といった財政的効果が強調さ
れがちである。行政運営の効率化や財政支出の削減といった行政側のメ
リットを優先するあまり、企業側のメリットが十分に考慮されないおそれ
がある。
　公民連携に対する関係者の意欲を高めるためには、営利を目的とする企
業の立場を理解し、行政と企業が互いの強みを活かし、双方にメリットを
もたらすことが求められる。
（３）地域不在の公民連携
　第３に、栃木県における公民連携では、事業のソフト・ハードを問わ
ず、地元企業が主体的に参画しているとは言いがたい。
　包括連携協定では、全国的に展開する大手企業と締結する例が多く、地
元企業と締結する例は多くない。包括連携協定は、項目が多岐にわたるた
め、幅広い分野で事業活動を行い、様々な事業ノウハウを有する総合企業
が適しており、また、対等な立場で協定を結ぶため、県と比べても遜色の
ない経営規模が求められるのかもしれない。その他の協働事業では、地元
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企業が多数参加する例がいくつかあるものの、県の呼びかけに応じて施策
の実施に協力するという受け身の姿勢が見て取れる。
　PFI事業でも、県外の企業が代表企業として事業を主導し、地元企業は
協力企業あるいは下請け企業として部分的な関与にとどまる。PFI事業と
なると、規模が大きく専門性も高くなるため、資金調達力や事業遂行力で
大手企業に劣る地元の中小企業は、蚊帳の外に置かれやすい。その結果、
地元企業には、公民連携によってビジネス機会に恵まれるどころか、県外
の大手企業に仕事を奪われるといった不安や不満が募りかねない。
　そもそも公民連携に取り組む目的は、民間活力を活用する点にあり、実
力を伴わない企業と無理に連携することはない。だが、自治体が取り組む
意義は、地域の問題を地域の力で自立的に解決する点にあり、外部の力を
借りるだけでは意味がない。公民連携を地域で展開するにあたっては、地
元企業が事業の計画や実施に積極的に参画できるようにすることが求めら
れる。
第３章　神戸市における公民連携の活動と実績
　栃木県において公民連携を進めていくためには、どのような取組みが必
要なのか。一部の自治体では、PFI事業などもすでに供用が開始されてい
る。ここでは、先行する兵庫県神戸市の取組みから学ぶことにしたい。
１．神戸市における公民連携の施策
（１）地域の概要
　神戸市は、兵庫県南部に位置する人口約153万人の政令指定都市であ
る。北は六甲山地が迫り、南は大阪湾に面するため、市街地は東西に長
い。港湾都市として発展し、貿易のほか造船や鉄鋼などが盛んな重工業都
市でもある。1995年の阪神・淡路大震災で甚大な被害を受けたものの復
興を果たし、近年は観光や食品などの産業も発達している。
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（２）公民連携推進室の開設
　神戸市は、公民連携に関しては、それまで各事業部局で対応していた
が、民間事業者から提案が少ない、行政側の窓口が明確でない、提案の実
現までに時間がかかるなどの課題があった。そこで同市は、公民連携のワ
ンストップ窓口として、2013年４月に「公民連携推進室」を開設し、そ
の後「公民大学連携推進室」への名称変更を経て、現在は企画調整局政策
調査課内に「公民連携推進担当」が置かれている。同担当は、民間事業者
からの提案・相談を一元的に受け付け、各事業部局と情報を共有し事業化
を検討するなど実現に向けた調整を行っている。
（３）公民連携ガイドラインの作成
　神戸市は、民間事業者と行政の相互理解を深め、公民連携の基本的な考
え方や導入方法を共有するため、2014年７月に「神戸市公民連携（PPP）
ガイドライン」を公表している。同ガイドラインでは、公民連携に取り組
む目的として、市民サービスの向上、行政コストの見直し、地域経済の活
性化を挙げ、効率的・効果的な推進のため、ワンストップ窓口により迅
速・柔軟に連携し、対等なパートナーとしてWIN-WINの関係を構築、民
間事業者のアイデア実現を促進することを基本姿勢としている。公民連携
の手法には、ソフト事業として包括連携協定や事業連携協定、共同事業が
あり、保有財産を活用した広告事業やネーミングライツなどのほか、ハー
ド事業として公設民営・民設公営・民設民営など各種方式による公共施設
の整備及び管理・運営事業がある。
（４）民間提案型事業促進制度
　神戸市では、さまざまな行政課題の解決に向け民間事業者からの提案に
基づく事業を促すため、2015年度に「民間提案型事業促進制度」を創設し
ている。同制度には、課題解決につながる民間事業に対して市が費用の一
部を支援する「課題解決型事業」と、市が行う事業に民間の提案や民間活
力の導入を検討するための調査を委託する「実現可能性調査型事業」がある。
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（５）公民連携フォーラム、産官学金連携フォーラムの開催
　さらに同市では、公民連携に関する地域の意識を醸成し、ノウハウの蓄
積やネットワークの構築を図るため、2014年に「KOBE公民連携フォー
ラム」を開催し、公民連携の取組みの成果を広く発信した。また、2015
年には日本政策投資銀行及び日本経済研究所などとの共催、2016年から
はみなと銀行との共催、神戸商工会議所の後援で、民間事業者等を対象に
PPP/PFIの動向や事例を紹介する「神戸市産官学金連携フォーラム」を開
催している。
２．神戸市における公民連携のソフト事業
（１）包括連携協定の締結
　神戸市が取り組む公民連携のうち、ソフト事業の中心は「包括連携協
定」に基づくものである。神戸市は、食品・飲料会社の江崎グリコ・伊藤
ハム・キリン、コンビニエンスチェーンのファミリーマート・ローソン・
セブンイレブン、保険業のあいおいニッセイ同和損保と包括連携協定を結
んでいる。
ア　商品のパッケージによる地域情報の発信
　神戸市が初めて包括連携協定を結んだ企業は、江崎グリコ株式会社であ
る。協定項目は神戸情報の発信、地域活性化の支援、防災、食育に関する
ことである。締結のきっかけは、江崎グリコが神戸工場の製品「神戸ロー
ストショコラ」を発売するにあたり、市に対しタイアップを提案したこと
に始まる。2013年７月、神戸市は同社と包括連携協定を締結し、神戸情
報の発信に関する取組みして、同年９月に同商品を「KOBEスペシャルPR
パートナー」の第１号に認定した（26）。同商品は、商品パッケージを通じて
（26）　「KOBEスペシャルPRパートナー」は、事業者の商品・サービスを通じて神戸の
魅力を国内外に発信する制度で、神戸市と包括連携協定を締結した事業者の商品、
神戸市産の原材料を使用もしくは市内で生産された商品を認定し、認定を受けるに
は、品質管理体制が確保されているか、魅力発信にふさわしいかなども問われ、１
年ごとの更新となっている。
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神戸を宣伝するとともに、ふるさと納税の特典としても提供されている。
その他、この協定に基づき、地域活性化の支援に関しては地域イベントと
連携したスタンプラリーの開催、防災に関しては保存用食品の提供、食育
に関しては工場見学者向けに啓発資料の掲示などが行われている。
イ　商品の売上げによる環境活動の支援
　2013年10月には、伊藤ハム株式会社との間に、六甲山の自然環境保全
活動などを柱とする包括連携協定が締結された。同社は市内に本社があ
り、市民参加の森づくり「こうべ森の学校」を支援していたが、同社から
高級ハム・ソーセージ「神戸」シリーズの売上げの一部を六甲山の自然環
境保全に役立てたいとの提案があった。そこで市は同商品をPRパートナー
商品に認定、ギフト商品には六甲山の魅力や神戸観光マップを掲載した
「しおり」が封入され、売上げの一部は市に寄付され六甲山の環境活動を
継続的に支援している。
ウ　地元食材を用いた商品の開発
　2015年２月に締結されたキリン株式会社との包括連携協定では、神戸
市産品の活用と知名度向上のため、兵庫県産の酒米を使用した「一番搾り
神戸づくり」をPRパートナー商品に認定し、地域限定で販売されている。
環境問題に関しては、神戸工場内のビオトープで小学生向け環境学習会を
開催し、工場が水源とする貯水池の水源保全活動にも協力している。地域
活性化の支援では、障害者のデザインによる「神戸開港150年記念オリジ
ナル缶マグネット」をペットボトル飲料の景品として配布している。
エ　管理栄養士の監修による弁当の開発
　神戸市は、2013年12月にコンビニエンスストアの株式会社ファミリー
マートとも包括連携協定を締結した。地域貢献を掲げる同社は、災害時の
食糧・物資供給、高齢者の見守り活動に関して市と連携していたが、同社
からの提案に基づき、神戸市産オリジナル商品の開発・販売をはじめ幅広
い分野で連携を強化することになった。協定締結を記念し神戸市産のブラ
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ンド野菜を使ったサラダなどのオリジナル商品が関西地区で発売される
と、第２弾では神戸市の特産果実を使ったデザート、第３弾では神戸市立
中央市民病院の管理栄養士の監修によるヘルシー弁当が販売されている。
オ　商品ロゴによる障害者活動の支援
　ファミリーマートに続き、2014年３月には株式会社ローソンと、2015
年12月には株式会社セブンイレブンとの間で、それぞれ包括連携協定が
締結されている。ローソンとの協定では、協定記念フェアに障害者が描い
たロゴマークを採用し、記念商品の売上げの一部で障害者の活動を支援し
ている。またセブンイレブンとの協定では、神戸開港150年記念として神
戸ワインをソースに用いた商品などが発売されている。
カ　保険会社による火災データの提供
　食品の製造・販売業との協定では商品開発などの取組みが目立つが、他
の業種では、2017年５月にあいおいニッセイ同和損害保険株式会社との
間で包括連携協定が締結されており、市民の安全・安心に関し、同社から
市に対し高齢者等による火災のデータが提供されるといった取組みもあ
る。
キ　健康増進や災害対応その他の事業連携など
　民間事業者とは、こうした包括的な連携協定以外にも、健康増進や災
害対応など個別分野で連携協定が結ばれている。例えば健康づくりに関
しては、スポーツ用品メーカーの監修によるランニングコースの整備（27）、
「栄養・健康・ウェルネス」を標榜する食品飲料メーカーによる介護予防
カフェの実施（28）、協会けんぽの特定健診と市のがん検診の同時実施（29）、製
（27）　「神戸市と株式会社アシックスによるランニングコースの整備に関する基本協定」
平成25年７月12日
（28）　「『こうべ　元気！いきいき!!プロジェクト』にかかるネスレ日本株式会社と神戸
市との連携協定」平成25年10月28日
（29）　協会けんぽ兵庫支部と神戸市による「健康づくりに関する包括協定書」平成26年
３月25日
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薬会社と連携した認知症の理解促進や早期発見・対応（30）といった取組み
がある。また、災害時の対応に関しては、段ボールメーカーとは段ボール
製簡易ベッドの供給について（31）、タクシー協会とは要援護者等の輸送につ
いて（32）、放送事業者とは避難勧告等緊急情報の提供について（33）、建材メー
カーとは管路資機材の供給について（34）、それぞれ協定を締結している。さ
らに、協定以外にも、銀行ロビーの空きスペースを活用して地域情報を発
信したり、地元ゆかりの映画を官民挙げて宣伝したりするなどの連携が行
われている。
（２）民間提案型事業の促進
ア　提案型ネーミングライツ
　神戸市では、公民連携の推進にあたり民間事業者からの提案を積極的に
促している。例えば、全国的に取り組まれているネーミングライツ（施設
命名権）に関しても、神戸市独自の取組みが見られる。ネーミングライツ
とは、公共施設に企業名等を冠した愛称をつける権利を民間事業者に付与
し、その対価を施設の管理運営に活用する仕組みである。神戸市では、
2014年４月より市民福祉スポーツセンターや青少年科学館などでネーミ
ングライツを実施し、グリーンスタジアム神戸や神戸ウィングスタジアム
の命名権では多額の対価を得ているが、神戸市では、スポーツ施設や文化
施設以外にも、民間事業者が対象施設をあわせて希望できる「提案型ネー
ミングライツ」を2013年度より行っており、この制度を利用して市街地
（30）　エーザイ株式会社との「『認知症を地域で支えるまちづくり』連携にかかる協定」
平成26年６月17日
（31）　 セッツカートン株式会社との「災害時における簡易ベッド等の調達に関する協定」
平成26年３月20日
（32）　一般社団法人兵庫県タクシー協会との「災害時における輸送業務に関する協定」
平成26年７月１日
（33）　株式会社ジェイコムウエストとの「災害時等の緊急放送に関する協定」平成26年
７月17日
（34）　積水化学工業株式会社と神戸市による「大規模災害時における下水道管路資材の
供給等に関する協定書」平成26年12月17日
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中心部には企業名が付された歩道橋がある。
イ　課題解決型事業
　神戸市では、提案型ネーミングライツに限らず、前述の民間提案型事業
促進制度を通じて民間事業者から様々な提案を募集している。初年度の課
題解決型事業を見ると、①「地域資源を活かした交流人口増加に向けた新
規事業の創出」に対し、FM放送局が市内の飲食店を紹介するラジオ番組
の制作、②「都心内の民間施設を活用した情報発信」に対し、NTT西日本
が公衆電話ボックスを活用したデジタルサイネージ（電子看板）の実証実
験を行っている。翌年度は、①六甲山材の活用プランとして社会福祉法人
がカレー皿を製作、②神戸産農水産物等を活用した商品開発の促進では県
内メーカーと開発した新商品をブランド化するなどの事業が選定され、他
にも「地方創生」に関連した事業が募集されている。
３．神戸市における公民連携のハード事業
（１）PFI事業
　こうしたソフト事業に対し、公民連携のハード事業の中心となるのは
PFIである。神戸市では、すでに国民宿舎・ヨットハーバー・卸売市場・
市民病院・ロープウェー・保育所の整備、小学校の空調設備導入などで供
用が開始されており（表３）、現在も市営住宅の建替や神戸空港のコンセッ
ションに関する案件が進行中である。以下では、ロープウェーの改修・運
営、小学校の空調整備を取り上げることにする。
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表３　神戸市のPFI事業
No 施設名 所管局 事業期間 供用開始 契約金額 VFM
１ オテル・ド・摩耶 産業振興局 20年間 H13.7 ５億円
＋宿泊収入
６％
２
マリンピア神戸
フィッシャリーナ
産業振興局 21年間 H13.10 １億円 25％
３ 中央卸売市場本場 産業振興局 29年間 H21.4 168.4億円 12.5％
４ 中央市民病院
神戸市民
病院機構
33年間 H23.7 1023.8億円 ８％
５ 神戸布引ロープウェイ 建設局 17年間 H23.4 4.7億円 46％
６ やはた桜保育所 こども家庭局 ８年間 H26.4 3.4億円 23.6％
７ 小学校空調設備導入
教育委員会
事務局
13年間 H27.8 44.6億円 15％
（注）VFM：従来方式と比べた場合の総事業費の削減割合
（出所）神戸市資料を若干修正
（２）ロープウェーの改修・運営
ア　運営の不振と施設の老朽化
　「神戸布引ロープウェイ」は、神戸市郊外の世継山にかかるロープウェー
で、山麓にあるJR新神戸駅と山頂にある「布引ハーブ園」を結んでいる。
同ロープウェーは、1991年に「新神戸ロープウェー」として開業し、神
戸市の外郭団体である「財団法人神戸市都市整備公社」が運営していたが、
指定管理者制度の導入により、2006年から日本ケーブル株式会社の関連
会社が布引ハーブ園と併せて運営を引き継いだ。その後、慢性的な営業赤
字に加えて設備・施設等の老朽化という問題を抱えたことから、PFI事業
として再整備されることになり、2009年に神戸市が設備・施設等を取得
し、2010年に日本ケーブルなどが出資する「神戸リゾートサービス株式
会社」に営業が譲渡された。ロープウェーの改修工事を経て、2011年に
リニューアルオープンし、名称や料金も変更されている。
イ　民間事業者の募集・選定
　この事業では、民間事業者が既存の公共施設を改修した後、維持管理ま
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で行うRO（Rehabilitate Operate＝改修・運営）方式が採用されている。
　2008年12月、実施方針が公表され、ロープウェーの改修・運営をPFI
法に基づく事業、ハーブ園の運営を指定管理者制度に基づく事業として実
施すること、改修は2011年３月までに行い、運営は2010年４月から16
年間とすること、ロープウェーの利用料金は事業者収入、ハーブ園の利用
料金は基本的に市の収入とすることなどが示された（35）。
　2009年１月、PFI法に基づく特定事業の選定にあたっては、PFI方式に
より実施する場合、市が自ら実施する場合に比べて、市の財政負担見込
額が約21％軽減されるとの定量的効果に加えて、事業に係るリスクの軽
減、魅力的な施設の導入、適切な運行管理、維持管理の効率化、利用促進
といった定性的効果も期待できるとの評価がなされている（36）。
　同年４月に公表された募集要項では、参加資格の要件、募集等の手続
き、提案の審査及び事業者の選定、契約等の手続き、サービス対価及び
指定管理料の支払い、実施に関する事項の詳細が示された。要求水準書
では、ロープウェーの改修・運営に係る調査・設計・改修・工事監理・運
行・点検整備の各業務、ハーブ園の運営に係る営業企画等や維持管理の各
業務に関する具体的な要求水準などを明らかにしている。事業者選定基準
では、学識経験者等で構成される審査委員会の設置、プロポーザル参加資
格を審査する第一次審査、提案内容を審査する第二次審査の流れが示され
ている（37）。
　募集の開始後、日本ケーブルを代表企業とする１グループが応募し、同
年９月、審査の結果、同グループが優先交渉権者として選定された。記者
発表資料によれば、選定事業者の提案に基づくと、PFI事業では約46％の
（35）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業実施方針」平成20年12月15日
（36）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業（ロープウェーの改修・運営事業）特
定事業の選定について」平成21年１月30日
（37）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業募集要項」「同要求水準書」「同事業者
選定基準」平成21年４月17日
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財政支出削減が期待できるとしている（38）。その後、日本ケーブル株式会社
などにより特別目的会社の「神戸リゾートサービス株式会社」が設立され
た。
ウ　ロープウェーとハーブ園の一体的運営
　この事業では、老朽化したロープウェー施設の更新に加えて、ロープ
ウェーを併設のハーブ園と一体的に運営する。運賃は大人往復で1000円
から1200円に改定され、入園料200円とセットで徴収されている。ロー
プウェーの改修やハーブ園の運営に係る対価は市から事業者に支払われる
が、改修後のロープウェーの運営に係る経費は民間事業者が独立採算で行
う。ロープウェーの利用料金は独自に設定でき事業者の収入となり、その
他飲食・物販等の収益も事業者の収入となる。ハーブ園の利用料金は条例
に基づき設定し市の収入となるが、事業者は利用料金の目標を設定し、目
標未満の場合は事業者が補填し、目標超過分は一部を事業者の収入とする
ことが取り決められている（39）。
エ　財政負担の軽減とサービスの向上
　この事業は、財政負担の軽減と市民・観光客へのサービス向上を目的と
している。財政負担の軽減に関しては、前述のとおり、事業者の提案を受
け、当初の見込みを大幅に上回る削減効果が見込まれる。一方、サービス
向上に関しては、ロープウェーのゴンドラは眺望に優れた広い窓、高齢者
等にも優しい段差のない床に改められ、ハーブ園には眺望を楽しめる足湯
を設けるなど、施設の快適性や魅力度が高まった。また、ハーブティをは
じめオリジナルブランドの商品を次々と開発・販売し、収益の向上につな
がっている。さらに、記念撮影スポットを設け、来園者が園内で撮った
（38）　新神戸ロープウェー再整備等事業審査委員会「新神戸ロープウェー再整備等事業
審査講評」平成21年９月14日、神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業の事業者
選定について」平成21年９月17日
（39）　神戸市「新神戸ロープウェー再整備等事業（布引ハーブ園に関する指定管理事業
部分）長期協定書（案）」平成21年４月17日を参照。
自治体における公民連携の現状と課題（児玉） 209
写真をSNSに載せると景品がもらえるといったキャンペーンが行うなど、
SNSや口コミを活用した情報発信の仕方にも民間事業者ならではの創意工
夫がみられる。こうした経営努力もあり、リニューアルオープン以降、
ハーブ園の来園者数は順調に増加している（図３）。民間事業者の優れた
ノウハウを活用することで、所期の目的は達成されているといえよう。
担当課によるモニタリングでも、維持管理・運営は適正と評価されてい
る（40）。
図３　神戸布引ハーブ園来園者数の推移（単位：万人）
（出所）神戸市経済観光局のデータをもとに筆者作成
オ　外部性の内部化
　一般に、鉄道などの交通インフラ事業は、運賃などの収入だけで巨額の
建設費用を賄うことが難しい。しかし、鉄道を敷設すれば、沿線の人口が
増加し、地価が上昇する。そこで例えば、都市部の私鉄では、系列企業を
通じ、鉄道利用者を増やすため沿線の宅地を開発し、通勤・通学、買物な
（40）　神戸市建設局公園部管理課「モニタリング調書（新神戸ロープウェー再整備等事
業）」
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ど生活の利便性を高めるため路線バスを運行し、スーパーを経営する。さ
らに休日の利用を促すため、都心の駅ビルにはデパートを併設し、郊外に
は遊園地や野球場を誘致する。鉄道事業者は、これら関連事業の収入を含
めて採算性があるかを判断することになる。こうしてインフラ整備の外部
効果を利益に取り込むことを「外部性の内部化」という。本事例の場合も、
ロープウェー事業だけでなく、併設のハーブ園事業を一体的に運営するこ
とで、インフラ整備の外部性を内部化するものと理解できる。
（３）小学校の空調整備
ア　小学校の空調未整備
　ロープウェー事業は特殊性が高いため、応募できる事業者は限られる。
これに対し、空調事業は民間の受け皿も多く、事業者間で競争原理が働き
やすい。とくに学校教室は市場も広く、一斉導入なら規模の経済も働くこ
とになる。2014年当時、神戸市立の小学校は167校2,856学級にのぼった
が（41）、文部科学省の調査によると、全国公立小中学校の普通・特別教室の
空調設置率は、３割にとどまっていた（42）。そこで神戸市教育委員会では、
学校教育環境を向上させるため、小学校の普通教室等に空調設備を導入す
ることにした。
イ　民間事業者の募集・選定
　この事業では、BTO（Build Transfer Operate＝建設・移転・運営）方
式が採用されており、民間事業者が空調設備等の設計・施工・工事監理を
行い、市に所有権を移転した後、維持管理を行う。
　神戸市では、2013年５月、PFI導入可能性の調査を民間シンクタンク
に委託、2014年３月には、同事業者にPFI事業アドバイザリー業務を委
託した。同年４月には実施方針等を公表、５月には説明会と現地見学会を
開催している。実施方針では、市内小学校71校の普通教室等約1,500教室
（41）　神戸市教育委員会「教育調査」平成26年８月７日
（42）　文部科学省「公立学校施設の空調（冷房）設備設置状況調査の結果について」平
成29年６月９日
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を対象とし、事業期間は設計・施工を2015年４月から12月、維持管理を
2015年４月から13年間としている（43）。
　同年６月、特定事業に選定する際に行われた評価では、PFI方式によ
り実施する場合、市が自ら実施する場合に比べて、市の財政負担額が約
10％軽減されるとの定量的効果に加えて、設備の一括・早期導入、効率
的な事業実施、リスク分担の明確化、財政負担の平準化といった定性的効
果も期待できるとしている（44）。
　入札説明書では、応募の条件、落札者の選定、提示条件、事業実施、契
約の考え方などの詳細が示され、予定価格は47億500万円としている（45）。
要求水準書では、快適な室内環境と安全性、安定したサービス提供、ライ
フサイクルコスト縮減、環境配慮などを基本理念に掲げ、適正な事業計
画、リスク対応・事業継続性、地域経済への貢献に留意を求めている。落
札者決定基準では、総合評価一般競争入札方式の採用、選定審議会の設置
や審査の流れが示され、提案内容の加点審査では事業実施・設備整備・維
持管理に関する審査項目と配点が示された（46）。
　入札には大林組、関西日立、関電工をそれぞれ代表企業とする３グルー
プが参加し、同年12月、審査の結果、関西日立グループが最優秀提案者
に選定された。記者発表資料によれば、落札価格は44億6034万円で、選
定事業者の提案に基づくPFI方式により、財政負担額は約15％削減される
ことになった（47）。その後、関西日立株式会社と株式会社日立建設設計によ
り特別目的会社の「神戸学校空調サービス株式会社」が設立されている。
（43）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業実施方針」平成26年４月30日（平成26
年６月５日修正）
（44）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業特定事業の選定」平成26年６月25日
（45）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業入札説明書」平成26年６月26日（平成
26年８月28日修正）
（46）　神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業要求水準書」「同落札者決定基準」平成
26年６月26日
（47）　神戸市立小学校空調整備PFI事業者選定審議会「神戸市立小学校空調整備PFI事業
審査講評」平成26年12月５日、神戸市「神戸市立小学校空調整備PFI事業に関する
客観的な評価結果（落札者の決定）」平成26年12月19日
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ウ　地元企業の参画
　最優秀提案者は、内容点と価格点を合計した総合評価点によって決定さ
れる。落札した関西日立グループは、価格点が低かったものの、内容点で
高い評価を得た。入札価格とエネルギー費用のライフサイクルコストの点
では、他社の提案に劣っていたが、多数の市内事業者を協力企業に組み入
れたことが、地元経済への配慮として高く評価された。関西日立は、提案
にあたり神戸市の設備協力会と電気設備協力会に働きかけて協定を結ん
だ。協力会は他社からも打診を受けていたが、苦手とする設計を日立が受
け持ち、得意とする施工で関わりたいという地元企業の要望を聞き入れた
ことが関西日立グループを選ぶ決め手となった。実際、施行の際は各学校
で担当業者が個別に調整するなど地元企業ならではの人脈や経験が活かさ
れたという（48）。
エ　短期間での一斉導入
　他方、価格点で優位にあったグループは、ガス空調を採用していた。
ガス方式の空調は電気方式に比べて消費電力を大幅に抑えられる反面、
室外機を移設する場合にはガス管工事が発生するなど柔軟性に欠ける。
審査講評を読むと、災害復旧への対応に懸念が示されているが、やはり致
命的だったのは、施工業者を十分に確保できず、施工スケジュールに無理
があったことである。従来型の個別発注では、全ての学校・教室に空調の
設置が完了するまで時間がかかり、工期が長引くと、導入済みの学校と未
整備の学校で不公平が生じる。そこで今回は、一括発注により半年という
短期間で円滑に導入することが重視された。現場作業は、授業に支障の出
ない学校の夏休み中に行うことが求められ、近隣に迷惑のかかる休日や夜
間には行えない。そのため、遅延リスクを抱える提案は避けられたのだろ
う。
　こうして民間事業者のノウハウを活かし、空調設備を一斉導入すること
（48）　日立アプライアンス株式会社『神戸市立小学校空調整備PFI事業』2016年２月
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により、財政負担や整備期間の縮減に成功しており、所期の目的は達成さ
れている。担当課によるモニタリングでも、建設は予定通り完了し、適切
に維持管理されていると評価されている（49）。
むすびに：提案・互恵・参画を促す基盤づくり
　地方では人口減少と少子高齢化に伴い、地域経済の衰退に拍車がかか
る。また、多くの公共施設が老朽化で更新時期を迎えるが、厳しい財政状
況で財源の確保が難しい。この点、PFIをはじめ公民連携は、ビジネス機
会の創出につながり、公的負担の抑制にも資することから、経済・財政の
両面で期待が大きい。自治体には公民連携の更なる取組みが求められよ
う。そこで、栃木県で今後、公民連携を推進するにあたり、神戸市の取組
みから得られる重要な示唆をいくつか挙げて本稿を結ぶことにしたい。
１．神戸市の取組みからの示唆
（１）民間からの提案を促す仕掛け
　先進事例から得られる示唆の１つは、民間事業者からの提案を促す仕掛
けである。栃木県でも、神戸市と同様、ワンストップ窓口を設けている
が、提案を促す取組みが弱い。
　神戸市では、民間からの提案を事業化する制度を設けているほか、公民
連携に関するガイドラインやフォーラムを通じて取組みの成果を紹介する
など、情報発信に積極的である。神戸市の担当者は、ある企業の取組み事
例を紹介すると、同業他社からの問合せが相次ぐと話していたが、同業者
の取組みが宣伝されれば、ライバル企業も刺激されるに違いない。
　神戸市の提案制度は、いきなり事業化を目指すのではなく、実現可能性
を探る段階から利用できる。提案の事業化には、企画自体の実現可能性を
高める必要がある。例えば新神戸ロープウェー再整備等事業では、公式の
（49）　神戸市教育委員会事務局総務部学校整備課「モニタリング調書（神戸市立小学校
空調整備PFI事業）」
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手続きに先立ち、市当局から民間事業者に非公式の打診があったという
が、事前の綿密な検討や周到な調整が事業の成否を左右する。
　また、神戸市では企画部局内に担当組織を設けているが、事業の成否は
事業部局の担当者の力量にもよる。例えば小学校空調整備PFI事業では、
教育委員会の担当職員が提案事業者からの問合せにも丁寧に対応してお
り、筆者らの取材の際、選定事業者の担当者は行政職員の執務知識を高く
評価していた。民間事業者にとっても公民連携は新しい取組みであり、十
分なノウハウがあるわけではない。公民連携の手法と当該事業の内容いず
れにも精通した行政職員を育成し配置することが必要となる。
（２）官民に利益を生む知恵
　２つ目は、行政と企業の双方にメリットを生むアイデアづくりである。
栃木県では、理念が先行してか、行政と企業が互いの強みを活かし、メ
リットを引き出す姿勢に乏しい。
　神戸市では、公民連携の基本姿勢の１つにWIN-WINの関係を構築する
ことを謳う。例えば神戸の名を冠したチョコレートやハムなどの商品は、
地域のブランド力を活かしており、市にとっては地域の魅力発信、事業者
にとっては商品の付加価値化につながる。
　また、例えばコンビニ各社とは地元食材を用いたオリジナル商品を開発
しているが、本業の商品企画力や販売力が活かされており、管理栄養士監
修のヘルシー弁当では市民病院が保有する人的資源も活かされた。単に社
会貢献による企業イメージの向上だけでは、企業側に十分なメリットがあ
るとは言えない。企業の売上げ増加につながる取組みが期待される。
　さらには、民間事業者との契約に、実績に応じて報酬を与えるインセン
ティブを盛り込むことも有効である。例えば神戸布引ハーブ園の運営にあ
たっては、利用料金の目標が設定され、事業者は目標を下回れば補填しな
ければならないが、目標を上回れば一部を収入とすることができる。契約
の対等性を貫くならば、目標超過分は全て事業者の収入とすることも必要
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になるだろう。
（３）地元企業が参画できる枠組み
　３点目は、地元企業が参画できる枠組みを設けることである。栃木県の
包括連携協定の締結先やPFI事業の選定先をみると、地元企業より全国展
開する大手企業の名が目立つ。
　だが、地元を熟知し地元に愛着のある企業は、地域の課題解決に関して
は往々にして提案力に優れ、意欲も高い。自治体は地元企業と対話の機会
を設け、地元の知恵を施策に取り込む必要がある。例えば神戸市では、地
元関係者向けに産官学金連携フォーラムを開催しているが、そこでは地元
企業が参画するうえでの課題なども議論されている。フォーラムの開催自
体も当初は国が支援していたが、その後は地元が主導するようになった。
　また、事業の実施にあたっても、地元企業の参画を促す工夫が必要であ
る。例えば小学校空調整備PFI事業では、落札者の決定にあたりコストの
削減よりも地元企業との協業を地域経済への貢献として評価しているが、
実際、現場を熟知する地元企業が施工を担ったおかけで工事は無事完了し
ている。自治体の公民連携には、企画・実施段階を問わず地域ぐるみで取
り組む姿勢が求められる。
２．地域プラットフォームの可能性
　こうした民間からの提案を促し、官民に利益を生む知恵を絞り、地元
企業が参画できる一つの仕掛けとして注目されるのが、「PPP/PFI地域プ
ラットフォーム」である。これは、国が公民連携の推進にあたり各地域で
の形成を推進しているもので、2017年３月に内閣府と国土交通省が作成
したマニュアルによると、この「PPP/PFI地域プラットフォーム」とは、
「地域の企業、金融機関、地方公共団体等が集まり、PPP/PFI事業のノウ
ハウ習得と案件形成能力の向上を図り、具体の案件形成を目指した取組を
行う活動の場」をいう。「地域で多種多様なPPP/PFI案件を恒常的に形成
白鷗法学　第24巻３号（通巻第51号）（2018）216
していくため、継続的に活動」を行い、「具体的には、地域においてPPP/
PFI事業に取り組む上で障害となっている地方公共団体等の経験不足やノ
ウハウの欠如、地域企業や関係者の理解不足などの課題を解消するため、
PPP/PFIに関するノウハウ習得のための勉強会、個別事業へのPPP/PFI手
法活用に関する官民対話等の取組を実施」するとしている（内閣府・国土
交通省2017:1）。
　このマニュアルで指摘されている課題は、本稿の考察ともおおむね一致
する。同マニュアルでは、地域プラットフォームの形成から運営までの流
れ、効果的な運営方法や各地の事例なども紹介しているが、残念ながらマ
ニュアルで共有できるノウハウには限界があり、国のお仕着せ、マニュア
ル頼みではいきおい形式化しがちである。地域プラットフォームの形骸化
を防ぎ実効性を高めるためには、それぞれ地域で異業種との交流を広げ、
課題と成果を共有しながら、実践を通じて知識と経験を積み重ねるとい
う、堅実な取組みこそが肝要である。
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